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1 はじめに

1991年、トロント大学（UniversityofToronto:

UT）では、５年任期の教育（teaching）に専念する

教員を講師（tutor）、上級講師（seniortutor）と呼

ばれる終身契約に変更した。いわゆるフルタイム・

終身雇用で、教育に特化された教員、教育専念教員

（teaching-stream faculty:以後、カナダに限らずこ

のような教員をTSFと略す）の誕生である。その後

しばらく時を置き、 2007年にマクマスター大学

（McMasterUniversity）で同様の制度が導入される

と、TSFはカナダ全土で急速に普及することとなった

（Vajoczkietal.,2011,p.9）。

TSFとは、オンタリオ州高等教育質保証協議会

（HigherEducationQualityCouncilofOntario）

の定義によると、「労働協約（collectiveagreement）１）

や契約の覚え書き、もしくは政策文書で規定された、

teachingonly、teachingstream、teachingtrack

等の呼称で呼ばれ、その業務責任が教育（teaching）

や教育関連活動（teaching-relatedactivities）、教育

関連研究（teaching-relatedresearch）やサービス

（社会貢献・管理運営）に限られているフルタイムの

教員の契約を持つ個人」を指す。労働協約ではそのよ

うな教員をテニュア・ストリーム、継続的もしくは終

身雇用として扱うが、教育に専念していても、カナダ

では（任期のある）契約教員や非常勤教員は本定義に

含まれないことは注意を要する。TSFはフルタイムで

基本的に終身雇用が保障され、近年、教授職への昇進

も認められる教員であるが、依然その数は多くなく、

多数を占める契約教員や非常勤教員との待遇面におけ

る差は顕著である。

一方、TSFは、上記の定義にも見られるとおりその

呼称は国や地域、大学によって異なる２）とともに、後

述するようにその活動、業務の範囲にも一定の差異が

ある。しかし、アメリカやイギリス、オーストラリア

をはじめ多くの海外の大学においても、呼称こそ異な

れ、同様の役割を担う教員が現れ始めている。またこ

の動きは日本においても例外ではなく、オーストラリ

アやノルウェイ、デンマーク、フィンランド３）などの

ように、高等教育に従事する全教員にFDを義務化し、

教育資格（teachingcertificate）を求める方式を模

索する一方４）、2019年度に開設予定の専門職大学では、

その教育資格に「教育上の指導能力の有無に最重点を

置いたものとする」（実践的な職業教育を行う新たな

高等教育機関の制度化に関する有識者会議、2015年、
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２－３頁、８頁）と述べられているようにTSFと類似

の方向性への指向が見て取れる５）。

国内においてはこれらの施策が大学の機能別分化６）

を促進するための布陣であることは間違いない。しか

し、他の先進諸国においても国際的な研究の卓越性を

重視し、高等教育予算を重点的に配分せざるを得ない

状況と実態は共通である。また、次世代の職業を担い、

高度な市民社会を担う優秀な学生を育てるためにマス

化、ユニバーサル化した大学教育の改善、充実が喫緊

の課題であることも共通である。この研究－教育のジ

レンマが、各国とも共通に研究重点大学や教育重点大

学の創設、機能別分化、TSFの導入を推し進めている

と言えよう。

本稿では、カナダに見られるTSFの定義やその業務

の範囲、実際の任命や昇進の条件を概観するとともに、

オンタリオ州とカナダおよび他の諸外国におけるTSF

導入の共通の背景を探り、現状を俯瞰する。また、

TSF導入にかかる主要な議論として、大学教員に二種

類の形態（twotieredsystem）を持ち込むことによ

る大学教員の分断や、「教育と研究の両立」（有本、

2011年、２頁）の理念の破壊、特に伝統的な教員の業

務負担における研究と教育の連関 （research-

teachingnexus）に関する議論を紹介する。国内に

おいては、近年半数近い大学・短大が定員割れ７）を起

こしており、すでに教育を最優先して大学を運営して

いるところも数多く見られるなか、依然、教員自身の

研究志向は諸外国に比べて相対的に高く８）、また、教

員の採用や昇進における教育の重視は十分に明文化さ

れていないのが現状である。それに関して、最後にオ

ンタリオ調査の提言を踏まえて、日本の高等教育に対

する提案が可能かについて議論したい。

2 カナダ及び各国のTSF制度の概観

2.1 カナダにおけるTSFの任命や昇進の条件

カナダにおいてTSF制度が急速に拡大を見せた2008

年、トロント大学のGravestockとGregorGreenleaf

（2008）が、カナダの主要な44大学を調査した結果、

四分の一強の12大学で同等の制度の導入が認められた

と報告している（Gravestock& GregorGreenleaf,

2008）９）。また、オンタリオ高等教育質保証協議会の

Vajoczkiらの報告書によると、2008年時点でそれに

加えてマニトバ大学（UniversityofManitoba）の

TSFの導入も確認されている（Vajoczkietal.,2011,

p.11）。ただ残念ながらそれ以降の包括的な調査は見

当たらず、拡大していることは間違いないものの現在

のTSFの導入詳細は未確認である。またTSFの人数に

ついては、筆者がカナダのブリティッシュ・コロンビ

ア大学（UniversityofBritishColumbia:UBC）

で確認したところ、2015年の秋時点で255名のTSFが

在職し、全専任教員2,336名の約11％を占めていた。

他の教員についてはresearch-stream faculty（RSF）

と呼ばれるが、従来と同様に研究と教育双方に責任を

負っている。TSFは制度として拡大しているが、特に

研究重点大学においては人数としてそれほど大きな占

有率に至っていないと言えよう。それは、2.2節でも

述べるとおり、そもそもTSF制度の導入背景に教育の

質を維持・向上させながら、研究に専念できる体制を

作ることがねらいであったためである。TSF制度は、

一部の教員（TSF）に優れた教育実践と先進的な教育

関連研究を重点的に委託し、他の教員（RSF）はそ

の分を研究に充当する仕組みであると考えられる。

しかし、UBCでは、2011年７月１日にTSF制度に

関して画期的な修正が加えられた。これまで講師、上

級講師の二つの職位しかなかったTSFに、大学教員の

一般的な職位と同様、教授（professorofteaching）

という職位が認められることになった（UBC,2011）。

教授への昇進には、研究に代わって教育的リーダーシッ

プ10）や優れた教育、カリキュラム開発での業績が求め

られる。より新しい2014年度のTSFのテニュア資格と

昇進のための規準は表１の通りである。

同様の制度改革は2015年７月１日にトロント大学で

も実施され、ここではこれまでの講師、上級講師に代

わって、通常の大学教員の職位と同様の、助教授

（assistantprofessor－条件付き,teachingstream）、

助教授（同－テニュア,teachingstream）、准教授

（associate professor,teaching stream）、 教授

（professor,teachingstream）の４つの職位が新た

に導入された。現在、多くの大学で同様の制度改革が

進んでいる（UT,2015）。

2.2 TSF導入の背景（オンタリオとカナダ及

び各国の共通の背景）

先述のVajoczkiらによると、オンタリオ州におい

ては、高等教育に学ぶ学生の著しい増加とその教育に

対する説明責任の強化、さらに高等教育に対する州予

算の大幅な減少がTSF導入の背景にあるとする

（Vajoczkietal.,2011,pp.5-8）。学生の増加に関す

るオンタリオ州特有のダブル・コホート11）と呼ばれる

事態は別にして、高等教育に進学する学生の急増は、

社会人12）や留学生の増加も含めて先進国共通に認めら

れる現象であり、また、マス化もしくはユニバーサル

化した大学における教育は、質的にも量的にもエリー

ト段階から大きく異なることによる、教員の授業技術

不足や負担増、学習成果に対する説明責任の強化もま

た、各国共通の課題となっている。さらに、大学に対

する目に見える研究成果の追求と、高等教育予算が相
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対的に先細りし、すべての大学に等しく予算配分、補

助金配分をすることが困難になっている現状も同様で、

国際的な研究成果を生み出せる一部の大学への重点的

な予算配分の実施がほとんどの先進国で見られる。

加えて、カナダ、イギリス、オーストラリア、さら

にアメリカでは、1990年代から2000年代前半にかけて、

教育に対する説明責任について問題が指摘されうる有

期雇用や契約雇用、非常勤教員への依存が急激に増加

したことも背景に挙げられるであろう（Vajoczkiet

al.,2011,p.14）。

イギリスやオーストラリア、アメリカの状況につい

ては2.3節で述べるが、カナダにおいてもこの間に学

士課程の教育責任が大きく有期雇用や非常勤教員にシ

フトした。StatisticsCanada（1999－2000）による

と、トロント大学の有期雇用フルタイム教員は1991年

の464名から2000年には901名とほぼ倍増し、ウェスタ

ン・オンタリオ大学では1991年の226名から2000年に

は327名と45％も増加した。また、StatisticsCanada

が実施したPT-UCASS（Part-timeUniversityand

CollegeAcademicStaffSurvey）によれば、1990－

1991年から1997－1998年にかけてカナダ全土の大学、短

大の非常勤教員は25,700名から大学･短大教員の45％に

相当する28,200名に増加し、これは率に換算すると10％

以上も増えていることになる（Teresa,2003,p.10）。

一方、1990年時点での有期雇用フルタイム教員の入

職時の職位は３分の２近くが助教授 （assistant

professor:39％）と講師（lecturer:24％）であり、

彼らは基本的に授業のみ（主要な責任は教育と答えた

比率：男性83.6％、女性94.7％）を担当することを期

待されていた（Rajagopal,2004,p.57,pp.68-69）。

有期雇用という点を除けば彼らは実質的にTSFであり、

彼らの一部がその後、TSFに転身していくことになる。

また、非常勤教員のほとんどは単一のクラスを担当

し、結果としてキャンパス外で自らの生活費を稼ぐこ

とを余儀なくされる。これは大学にとっては危機的な

意味を持つ。すなわち、彼らは学生にとって授業外で

のコンタクトがとれず、（特に初年次などより密接な

教員と学生の関係が必要な）学士課程に特化した仕事

を任せられず、機関として彼らにコミットすらできな

いからである（Vajoczkietal.,2011,p.9）。この問

題も、その解決策としてTSFの導入につながっていく

ことになる。

さらに、Rajagopalが1991年から1992年にかけてカ

ナダの大学に勤める1,700名の有期雇用フルタイム教

員と非常勤教員に行った調査（回収率48％）によると、

有期雇用フルタイム教員の77.8％、非常勤教員の53.3％

が伝統的な大学教員のキャリアを求め、テニュア・ト

ラックを嘱望していたと述べている。しかし、それは

通常、実現することはなく、「契約の罠（contract

trap）」にはまってそのまま続けるか、キャリアに

「非正規（temp）」のラベルを張られ、最初から門前

払いされるしかないのが当時の実情であった

（Rajagopal,2004,p.62）。

カナダにおいては、これらの状況の打開策の一つが

TSF制度の導入であったと言えよう。また、各国とも

名称こそ異なれ、不安定な教員のポストではなく、

教育に特化したフルタイムの終身教員を任用し、彼ら

の身分を保障することによって教育の質と量を維持・
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向上させるとともに、昨今では教授（professorof

teaching,professor,teachingstream）への昇進も

可能にしてモチベーションの維持に努めている。

TSF制度導入による各国共通のメリットは、教育

（teaching）に焦点を当てた貢献や、学生のニーズに

応え、学科固有のニーズを表明できることにある。ま

た、教育に関与したいと考える教員に確かな雇用を提

供することも然りである。TSFは終身雇用の専任でフ

ルタイムの教員であり、非常勤教員とは異なりキャン

パスに常駐するがゆえに、多くの時間学生と向き合い、

彼らの要望に焦点を当てて教育を担うことができる。

一方、TSFのデメリットもまた明らかになっている。

主要なデメリットは、この制度が教育と研究、サービ

スの間の業務負担の適切なバランス、いわゆる教育：

研究：サービス＝40：40：20をなし崩しにし、教員団

の内部にある文化的な齟齬（たとえば、第二の教員グ

ループの出現）を生み出す危険性である（Vajoczki

etal.,2011,pp.6-7）。

しかし、2011年にVajoczkiらが行ったTSFへの調

査によれば、TSFは自らのポジションについてかなり

満足して従事しているように見受けられる。それより

約20年前のRajagopalの有期雇用フルタイム教員や非

常勤教員の調査結果とは大きく異なり、上記調査に参

加した人の半数を超える者（53％）がもともとTSFの

職を嘱望していたと報告し、87％がTSFの現在のポジ

ションに満足もしくは非常に満足していると報告して

いる。TSFにもし機会があれば伝統的なディシプリン・

ベースの研究と教育を担う教員契約（RSF）に異動

するかと尋ねると、75％が現在のポジションに残るこ

とを選択すると答えている（Vajoczkietal.,2011,

p.4,p.27）。カナダにおいてTSFの職を希望する者は、

RSFが研究資金を獲得し、研究成果を挙げることに

汲々とした生活を送っているのを見て、自らはより満

足度の高い生活を送るために、新たな大学教員のポス

トとして創設されたTSFに期待を見い出そうとしてい

ることがうかがわれる13）。

2.3 各国の事例（導入の経過と現状）

① 各国のTFS導入の経過と現状の俯瞰

前述のVajoczkiらの報告書にまとめられた各国の

TSF導入の経過と現状を一覧にしたものが表２である。

なお「かつてのタイプ」とは、SchusterとFinkelstein

（2006）の分類をもとに同報告書で用いられた、各国

の高等教育においてかつて主流であったタイプを指す。

また、②以下はVajoczkiの報告書に記載されてい

る以外の主要な状況を筆者が概観したものである。

② イギリスの個別の事例

イギリスでは1992年に行われたポリテクニクスの大

学への昇格に伴い、新たに大学に参入した大学には学

位授与権を与えない形で改編が進められてきた。イギ

リスの高等教育機関は、研究重点大学（research

intensiveuniversities:RussellGroup）、それ以外

の1992年以前の大学（otherpre-1992）、1992年以降

の大学（post-1992）、2004年以降の大学（post-2004）、

そして高等教育カレッジ（HEcolleges）の５つのタ

イプに分類されるが、LockeとBennionは、1992年

（カーネギー大学教授職国際調査）と2007年に実施さ

れたイギリスの大学教授職に関する調査14）を比較し、

イギリスの大学の重要な変化は高等教育機関の５つの

タイプによって大きく異なることを発見した。たとえ

ば公的な研究資金だが、全体の収入が減少するなか、

その予算が上位の研究大学に集中し、2006/07年度には、

全大学数の中央値に位置する大学で前年度より４％減

少した総収入の３％分しか公的な研究資金を受け取る

ことができていない。ただし上位10％の大学でも前年

度より総収入が21％減少し、研究資金は総予算の21％

分しか受け取っていない（Locke& Bennion,2009,

pp.3-4）。

その間、学生数は86％の増加を見せるとともに、教

員数も100,000人から170,000人に増加した。170,000人

のうち、フルタイムとパートタイムはそれぞれ67％と

33％、フルタイム、パートタイムに関わらず終身雇用

と有期雇用の比率はそれぞれ62％（うち、フルタイム

72％、パートタイム28％）と38％（うち、フルタイム

44％、パートタイム56％）となっている（Locke&

Bennion,2009,p.1,p.6）。

この間の変化で顕著なことは、教員全体としては教

育（teaching）へのエフォートと関心が減り、研究が

増えていることである。学期中の週当たりの教育への

エフォートは1992年の20時間（学期外は５時間）から

2007年の15時間（学期外は６時間）に減少し、学期中

の研究は1992年の10時間（学期外は20時間）から2007

年の10時間（学期外は25時間）に増加している。教育

への関心についても「主に教育」と応えた教員は1992

年の12％から2007年の11％に、「双方だが、どちらか

というと教育よりも教育に関する研究」が32％から28

％に、「双方だが、どちらかというと研究」が40％か

ら37％に、「主に研究」が15％から24％に変化してい

る。特に2007年に調査に応じた全教員の5.8％を占め

る30歳以下の教員では63％（有期雇用に限れば71％）

が「主に研究」と応えているが、これは研究重点大学

で、 有期雇用の若 手の教員が研究専念教員

（research-onlyfaculty）として多数雇用され始めた

ためである（Locke& Bennion,2009,p.7）。
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2008年のHESA（Higher Education Statistics

Agency）の調査では、2006-2007年に研究と教育双方

の契約を持つ教員は全体の約17万人のうち51％、教育

専念が25％、研究専念が22％となっているが15）、研究

専念の多くが有期雇用の若手教員である。実に全教員

の約半数が教育専念もしくは有期雇用の研究専念教員

に占められていることになる（HESA,2008）。

また、機関ごとの研究と教育への関心に関しては、

2007年の調査に参加した教員のうち、研究重点大学

（193機関、全体の33.9％）では教育（主として教育）

に３％、研究（主として研究）に39％であるのに対し、

1992年以前の大学（249機関、43.8％）では11％と20％

に、1992年以降の大学（99機関、17.4％）では16％と

10％に、2004年以降の大学（19機関、全体の3.3％）

では60％と５％になり、機関のタイプ間に比率の逆転

が見られる（Locke& Bennion,2009,p.8）。

LockeとBennionは1986年に導入されたRAE

（ResearchAssessmentExercise）と呼ばれる研究

評価の導入によって、特に研究重点大学では研究評価

が最上位に位置づけられるようになったこと、また、

後述する2004年高等教育法（2004HEAct）によっ

て、14大学ほどの高等教育カレッジを中心とした機関

が学位授与権を持たない教育重点大学（teaching-

onlyuniversities）に指定されたことが、教育専念教

員と有期雇用の研究専念教員の増加をもたらしたと述

べている。しかし、多様性の促進を意図したにも関わ

らず、これらの政策とイギリスの高等教育機関の対応

の影響は、むしろ大学教員の活動を細分化し、新たな

労働区分を設け、大学教員の中心的な役割が年齢や性

別、職位やキャリア・ステージによって異なるものだ

という印象を与えたことだと述べている（Locke&

Bennion,2009,pp.19-20）。

③ オーストラリアの個別の事例

オーストラリアでは、他国に先駆けて高等教育改革

が推進されてきた経緯がある。その端緒は1990年代初

期に導入された国家競争政策（NationalCompetition

Policy）で、それによって高等教育界に市場の差異化

が始まり、伝統的な大学や研究重点大学、教育重点大

学の差別化がもたらされたという（Curtis,2000,p.7）。

その中でオーストラリアに特有の動向は、大学教員

に高等教育機関で教え、学生を指導するための資格取

得を義務づけている点である。オーストラリアでは大

学教育の実施に関して、2011年に制定され2017年１月

に発効する「高等教育基準枠組」（HigherEducation

StandardsFramework:通称、最低基準：Threshold
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表２ 各国のTSF導入の経過と現状（Vajoczkietal.,2011,pp.11-14を筆者がまとめたもの）
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Standards）が存在し、大学で教えることについて容

赦のない厳しい国家規格が大学院の資格（graduate

certificates）に適用されている（ICED,2014）。特に

この基準では、大学教員が、少なくとも教えるコース

よりも１ランク上の資格を持つか、それと同等の関連

する学術的、専門的、あるいは実践ベースでの専門技

術・知識を持つことが必須とされている。同様に研究

指導についても同等の資格と経験が求められている。

コースの重要な構成要素について主導的あるいは監督

的な役割を果たす教員は、自らの教育に関する継続的

な学識の具備要件を含めて、規格に述べられた特定の

能力と資格を満たさなければならない。これらの要件

には自らが教えている分野の（継続的な学術的活動か

ら得られる）教育開発の現状に関する知識、教えてい

る学生の要望に応える教授・学習・評価の技術と少な

くとも１つのレベルの資格を含んでいる（TEQSA,

2015,p.17）。

オーストラリア資格枠組協議会によると、これらの

資格は10のレベルごとにCertificateⅠ～CertificateⅣ、

Diploma、AdvancedDiploma、AssociateDegree、

Bachelor Degree、 Bachelor HonoursDegree、

GraduateCertificate、GraduateDiploma、Masters

Degree、DoctoralDegreeの計13種類に分けられてお

り、それぞれの取得に必要な規準ならびに資格発行に

伴う要件や義務が詳細に公示されている（AQF

council,2013）。

このようにオーストラリアでは全大学教員に高等教

育機関で学生を指導するための資格取得を義務づける

一方、他の先進諸国と同様、（終身雇用の）TSFのみ

ならず、教育に専念する教員（さらに研究に専念する

教員）が増加する傾向にもある。

Cowley（2008,p.279）によると、政府が公表した

資料でフルタイムの教育専念教員と研究専念教員の数

が従来の教育・研究双方を担うフルタイム教員（'96

年、'05年とも教員全体の約25％）よりも増加傾向に

あることが示されているという。その中でも教育専念

教員（2005で約８％）に関して特に興味を引く点は、

フルタイム契約自体は微増しているものの、1996年か

ら2005年の間に10％以上も非常勤が増加し、同率でフ

ルタイム契約が減少していることである。一方、研究

専念教員は2005年には全フルタイム教員の12.1％を占

めるが、これは1996年以降２％以上増加し、それは

2,000名の研究専念の機能を担う特別な教員が増加し

たことを意味する。また、彼らは教育専念教員とは異

なり、その76.5％を占める多数派がフルタイムで雇用

され、その傾向は2000年以降も堅調である。

しかし、当然のことながら、同じく非常勤や時間給

の教育専念教員が増加していたアメリカやイギリス16）

と同様、オーストラリアの教員労働組合はこれらの教

育専念教員の増加に対して警告を表明した。これへの

解決策として検討され、実施され始めたのが、2.2節

でも述べたがフルタイムの終身雇用の保障されたTSF

制度で、たとえば、オーストラリアのクイーンズラン

ド大学（UniversityofQueensland）では、2007年

度から教育専念教員に関して（例として給料、テニュ

ア、投票権などを）伝統的な教員と完全に平等な制度

に移行しつつある。そこでは教育専念教員は教育と教

育関連の学識の特別な義務を持った主要な大学教員と

して認知されることとなった。クイーンズランド大学

では当時48名の教育専念教員を任命し、彼らの教育と

教育に関わる学識（教育研究）を併せたエフォートは

全体の70％だということである（Cowley,2008,

p.283）。これはカナダに見られるTSFと全く同じ制度

であると言えよう。

④ アメリカの個別の事例

アメリカでも1980年代後半から2000年代にかけて、

テニュアやテニュア・トラックの教員から有期契約教

員や非常勤教員への転換が急速に進んだ。

実際、アメリカでは1989年から1995年まで、大学教

員は全体で13％増加したが、1995年に381,000人いる

非常勤教員は1989年から27％増加したのに対し、（テ

ニュア・トラックをはじめとした）フルタイム教員は

わずか５％の増加にとどまった（Rajagopal,2004,

p.53）。また、アメリカ教育統計（2011）によると、

テニュアを有する教員の比率は依然、減少し続けてい

る。テニュア制度を持つ機関の大学教員のうち、1993－

1994年では56％のフルタイムの教育スタッフ（フルタ

イムの教員とフルタイム相当の教員）がテニュアを持っ

ていたのに対し、2009－2010年では約49％に減少して

いる。また、テニュア制度を持つ機関の比率も1993－

1994年の63％から2009－2010年の48％に減った。この

変化が起こった原因の一部は、営利を目的とした機関

の数が増加したことである。2009－2010年時点で営利

目的の機関のテニュア制度の導入率は1.5％でしかな

い（Thomas& Sally,2012,p.281）。

さらに、2001年当時、アメリカでは46％の大学でフ

ルタイムの契約教員が教育負担に関してテニュア・ト

ラックの教員と同等の義務と責任を担っていたが、44％

の大学では非テニュア・トラックの教員は教育専念

（teaching-only）の地位で雇用され、それゆえにテニュ

ア・トラックの教員よりも重い負担を担っていたと報

告されている。特に研究大学ではそれが顕著となって

いる（Rajagopal,2004,pp.62-63）。

Bellahによると、臨時もしくは有期雇用の教員は大

学教員職の「下位」と見なされていると述べている。
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アメリカでは現在、教授（professors）は大学労働市

場で最も低額で顧客にサービスを提供する従業員とし

て見なされているため、もともとテニュアに対する権

限を付与されていないという見方が強まっている。こ

の傾向が強まるにつれ、テニュアのフルタイムの教員

職を得る機会が徐々に減少し、大学で職を得たいと考

える大多数の新しいPh.D取得者は大学において搾取

される階級に陥ってしまっている。Ph.D取得者の多

くは、数年の非常勤職を務めた後、大学の外に異動し

てしまうことになる。彼らは大学入学者が増加してい

るにも関わらず、自らの職の将来に幻滅してしまうの

である（Bellah,1997,p.24）。当時のアメリカでは、

大学が入学者増に対してテニュアを新たに任命する代

わりに、有期契約教員に教育負担を担わせ続けてきた

と言えよう。

しかし、前述のカーネギー大学教授職国際調査

（1992）によると、70％かそれ以上のテニュアもしく

はテニュア・トラックの教員でさえ教育（teaching）

を自らの主要な業務だと答え、研究と答えたのは12～

15％の教員だけであった。また、フルタイムの契約教

員では３分の２が、教育を自らの中心的な業務だと答

え、研究職に従事しているのはわずか８％ほどであっ

た（Rajagopal,2004,p.67）17）。

また、同調査で「あなたはどの程度自分の教える授

業に満足していますか？」という問いに対して86％の

アメリカの教員が肯定的に回答している。この数字は

本調査の他のどの国の教員グループよりも高く、オー

ストラリアが77％、イギリスが76％、ブラジルが64％、

ロシアが60％、ドイツが59％、そして日本が54％と続

いている（Rajagopal,2004,p.64;有本・江原、1996

年、68頁）。

研究は一部の研究大学に委譲され、大多数の大学で

は教育が中心になり、また有期雇用教員を含め、テニュ

アやテニュア・トラックの教員もそれに違和感をもた

ず、むしろ肯定的に見ていたことがうかがえる。この

ようにアメリカでは、当時においてすらおよそ70％の

教員が実質的にTSFであったと言えよう。

⑤ 日本の事例

2015年３月27日に実践的な職業教育を行う新たな高

等教育機関の制度化に関する有識者会議から答申され

た「実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の在

り方について（審議のまとめ）」では、現行の大学、

短大、高等専門学校、専門学校の仕組みだけでは今後

の専門職業人の養成に限界があるとして、諸外国と比

して弱い社会人の学び直し（生涯教育）の需要喚起も

含めて、実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関

の制度を提言している（実践的な職業教育を行う新た

な高等教育機関の制度化に関する有識者会議、2015年、

２－３頁）。ここではその内容に踏み込まないが、注

目すべきは、その機関の教員の資格要件として「教員

の資格については、上述の新たな高等教育機関の目的

に照らし、教育上の指導能力の有無に最重点を置いた

ものにする」、「学術研究を志向する大学に比べれば、

教員の資格要件において学術研究上の業績に過度な比

重を置くことは適当でない」（同上、８頁）と述べら

れていることである。新たな機関では、これまでの大

学、短大とは異なる高等教育の機関像や教員像、すな

わち諸外国の教育重点大学やTFSに類似した教員像を

指向していると言えよう。

国内においては、日本の大学教員に関してTSFの実

態や機能、効果に着目した研究はほとんど見られない。

それは基本的に大学設置基準の「第四章 教員の資格」

で「大学における教育を担当するにふさわしい教育上

の能力を有すると認められる者」とともに「研究上の

業績を有する者」が規定され、学校教育法第九十二条

６で「教授は、専攻分野について、教育上、研究上又

は実務上の特に優れた知識、能力及び実績を有する者

であつて、学生を教授し、その研究を指導し、又は研

究に従事する」と定められているため、学校教員統計

調査でも「本務教員」と「兼務教員」の区分けでしか

集計されておらず、有期雇用教員や教育担当、研究担

当だけに焦点化された教員の存在を公的に抽出して議

論することは困難であることが考えられる。ただし興

味深いことに大学設置基準には「授業を担当しない教

員（第十一条）」や「教育研究以外の業務に従事する

専任教員（第十二条）」は規程されている。これらは

研究専念教員や大学教育研究センター、アドミッショ

ン・センター等の教員を想定したものである。

そのなかで金崎は、地方国立大学における継続的な

運営交付金の減額に対し、大学の機能強化の一策とし

て「教育に専念する教員」を配置し、最も重要な教育

機能の強化を主張している（金崎、2015）。そこには

教員数の少ない地方国立大学における研究と教育のジ

レンマが述べられているが、教員個人がともに負担す

る研究と教育を、教員ごとに分担した方がより効率的

であるとの指摘は諸外国のTSFの導入背景に共通した

ものである。

また、文部科学省『学校教員統計調査』（３年毎）

により把握されている非常勤教員（兼務教員、各大学

で重複カウント）の延べ数は2005年に専任教員（本務

教員、実数）を初めて上回り、2006年にいったん下回っ

たものの2007年以降は継続して専任教員数を上回って

いるほか、専業非常勤講師比率も計算可能な1986年以

降についてこの比率をみると、1986年の11.7％から

2013年には26.7％に達しているという（浦田、2015年、
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11頁）。本務教員には有期雇用フルタイム教員も含ま

れていることから、実態は2007年以降、大学において

テニュアを持つ専任教員は半数程度しかいないものと

思われる。この状況は他の先進諸国のTSF導入時の状

況に酷似したものであると言えよう。

葛城は、教育への期待が高いことが予想される、事

実上、全入のボーダーフリー大学に着目して調査を行っ

た結果、ボーダーフリー大学の教員の59.1％が、大学

教授職に不可欠の理念とされる「教育と研究の両立」

を困難だと感じ（葛城、2015年、100頁）、24.3％が理

念そのものに否定的な意見を持っていると報告してい

る（葛城、2016年、164頁）。

理念に対して非賛成の意見を持っているのは「教育

に対する関心は高いが、研究に対する関心は低い（教

育偏重タイプ）」群と、逆に「研究に対する関心は高

いが、教育に対する関心は低い（研究偏重タイプ）」

群の両極端に分かれ、それぞれ非賛成率は42.0％、

45.2％であった。教育偏重タイプでは、年齢が高いほ

ど、最終学位が低い者ほど統計的有意に非賛成の意見

が多くなり、事実上の教育専念（葛城は専従と呼んで

いる）教員の意見が反映されていると述べている（葛

城、2016年、165頁）。日本の大学教員の研究志向は、

1992年の「カーネギー大学教授職国際調査」時点での

約72％から2007年のCAP調査（ChangingAcademic

Professionプロジェクト調査）で約68％に多少減少

したものの、依然高い水準に留まっているように思わ

れるが、カーネギー調査の再分析の結果、大学区分に

よっては研究志向に大きな差異が認められ、国立研究

大学で91.7％であるのに対し、私立一般大学では59.6

％と比較的低い水準にあると言われている（江原、

2003年、74頁）。

有期雇用教員については前述の通り日本におけるデー

タ収集が極めて困難な中、小林が、文部科学省や科学

技術政策研究所の全国調査をもとに、全国の大学にお

けるポスドクと国立大学における任期制教員を併せた

任期制雇用者数に関してデータを示した。そこでは、

2004年度の21,810人（うち、ポスドク：14,854人、任

期制教員：6,956人）、2006年度の25,210人（うち、ポ

スドク：16,394人、任期制教員：8,816人）、2013年度

（推定）30,194名（うち、ポスドク：16,170人、任期

制教員：14,024人）と急増していることが明らかになっ

た（小林、2015年、28頁）。

また、上記全国調査にも引用されているが、2015年

９月には文部科学省科学技術・学術政策研究所から大

学教員の雇用状況に関する最新の調査が報告された。

調査は北海道、東北、筑波、東京、早稲田、慶応義塾、

東京工業、名古屋、京都、大阪、九州の主要研究大学

11大学のみについてであるが、それらの大学の65歳以

下の全教員を対象に調べたもので、2007年から2013年

にかけて教員総数は26,518人から29,391人に増加する

一方、任期なし教員は19,304人から17,876人へと1,400

人以上減少し、逆に任期付き教員は7,214人から11,515

人へと4,000人以上増加していることが分かった。全

教員に占める任期付き教員の比率は2007年の27％から

2013年の39％に増えている。これには特定の研究プロ

ジェクトに対する外部資金を財源にした雇用の増加が

背景にあり、任期付き教員の増加はポスドクなどの若

手に顕著で、30歳以上35歳未満の教員の場合、任期付

きは07年度の1,618人から13年度には2,493人になり、

35歳以上40歳未満は1,650人から2,899人に急増してい

る（岡本・岡本、2015年、６頁、９頁）。

諸外国と同様、日本国内においても有期雇用教員は

若手を中心に増加傾向にあり、研究大学においてはそ

の多くが特定の研究プロジェクトに所属する研究専念

教員と言えよう。

3 TSF導入にかかる主要な議論

3.1 大学教員の分断や伝統的な大学文化の破

壊に関する懸念

TSFや非常勤、有期雇用の教育専念教員の導入直後

から、各国では大学教員の分断や伝統的な大学文化の

破壊に関する懸念が数多く表明されている。

Vajoczkiらのオンタリオ調査報告にも多くの批判

論文が紹介されており、たとえば大学教員を二層に分

断する環境（two-tieredfacultyenvironment）は、

教育に専念する教員が機関にとってより価値が少ない

第二市民（second-classcitizens）となり、研究と教

育双方を行う教員がより価値があり大切であるとの認

識を広めてしまうと懸念する論調を取り上げている

（Vajoczkietal.,2011,p.6）。またTSF制度の導入は、

これまで大学教員に当然だと考えられてきた「教育と

研究の両立」の理念についても疑義を差し挟むことに

なる。通常世界中の多くの大学では大学教員の業務と

して教育、研究、サービス（社会貢献、管理運営）が

挙げられ、その比率は40％（教育）、40％（研究）、

20％（サービス）だと考えられてきた。しかし、TSF

の導入や研究重点大学、教育重点大学の設置はこの比

率が個人や機関によって異なることを許容し、大学教

員の伝統的なアカデミック・プラクティスや「教育と

研究の両立」の理念を破壊することにつながる。

しかしCowleyは、実質的なTSFが現れる以前のオー

ストラリアの状況の分析のなかで、教育専念教員が非

常勤や有期雇用であったことが、彼らを見下す風潮を

作り出す原因であると指摘している。そのため教育専

念教員（ここではTSFと同じ意味で、teaching-

intensivestaffやteaching-focusedstaffと呼んでい
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る）は、非常勤や有期雇用のように、教育のみで研究

を行わない教育専念教員、いわゆる教育専従教員

（teaching-onlystaff）とは異なる機能を持つことを

確立すべきで、新たな教育専念教員は優れた教育

（teachingexcellence）に特化し、教育に関する学識

（scholarshipofteaching、後のSoTL：Scholarship

ofTeachingandLearningと呼ばれるもの）に関す

る研究を行うフルタイム教員とすべきだと提案してい

る（Cowley,2008,p.282）。この考え方はその後、オー

ストラリアにおいてはクイーンズランド大学で、カナ

ダにおいてはTSFとして結実していくことになった。

3.2 研究と教育の連関に関する議論

3.1に述べたとおり、TSF制度の導入や研究重点大

学、教育重点大学の設立は大学教員の理念である「教

育と研究の両立」、すなわち「研究と教育の連関

（research-teachingnexus）」に関する議論を呼び起

こす。たとえば「優れた研究は教育に良い影響を与え

るか」、あるいは逆に「教育の負担は研究の遂行に悪

影響を与えるか」、さらには「教育専念教員の教育は

学生の学習経験に対して良い影響を与えるか」などに

ついて国内外で多くの調査が行われ、論考が発表され

てきた。

端緒はカーネギー教育振興財団の元理事長Boyerが、

学識（scholarship）の再考とその実践を評価によっ

て検証することの必要性を主張したことである。

これまでの専門知識の地平を拡張するという伝統的な

学識観は狭すぎるとして、従来の「発見の学識」

（ScholarshipofDiscovery）のみならず、専門を超

えた「統合の学識」（ScholarshipofIntegration）

や現実の幅広い公共的課題への「応用の学識」

（ScholarshipofApplication）、そしてそれらをより

良く理解し、伝えるための「教育の学識」（Scholarship

ofTeaching、後にScholorshipofTeachingand

Learning:SoTL）を提唱し、研究から教育までを大

学教授職の必須の学識に統合した（Boyer,1990,p.6）。

しかし、イギリス政府の発行した2003年度白書

"theFutureofHigherEducation"では、基本的に

Boyerのフレームワークを踏まえながらも、それまで

の約10年間に渡る「研究と教育の連関」に関する学術

的な議論を総括して「優れた教師になるには最先端の

研究を行う必要はないことは明白だ」と結論づけ

（DfES,2003,p.54）、高等教育予算の拡大を含めて、

研究専念教員のポストの拡大や研究重点大学への補助

拡充、非研究重点大学の企業との協働の促進、優れた

教育実践に対する報償や情報共有、センターの設立、

さらには教育に関する新たな国家専門性基準（national

professionalstandardsforteaching）の創設など

を提言した（DfES,2003）。これが翌年の、教育学位

のみの学位授与権を有する機関を認める2004年高等教

育法（2004HEAct）につながったのである。

ただし、「研究と教育の連関」に関する議論はこれ

で収束したわけではない。海外においては、大部分が

「研究と教育の連関」を否定するものだが、たとえば

Jenkinsは、（教育学研究の応用の学識やSoTLを敢え

て無視して）ディシプリン・ベースの研究が教育実践

と学生の学習にどのように影響するかに焦点を当て、

個人レベル、学科レベル、専門レベル、機関レベルや

国家の研究制度、学生研究で分析をした結果、個人レ

ベルと機関レベルにおいて優れた研究と優れた教育実

践との間に関係性は認められなかったと述べている

（Jenkins,2004,p.10）。また、Princeらもこれまで

の文献を精査して、研究と学士課程教育の間には潜在

的な相乗効果がほとんど認められないと明言するとと

もに、メタ分析の結果は研究の生産性が学生の教育経

験を改善するという考えも支持していないと述べてい

る。その上でPrinceらは、学生を研究のプロセスに参

加させたり、学士課程教育における研究や学識モデル

を拡張することが、研究に対する期待が高まっている

大学においても実施可能であり、「研究と教育の連関」

を有効にする手段であると指摘している（Princeet

al,2007）。その後の議論では、むしろ論点を変えてBoy

erの提案した「教育と学習の学識（SoTL）」をTSFや

教育専念教員の研究としてとらえるか否かが議論の焦

点になっていく。

「研究と教育の連関」に関する議論は現在も継続中

である18）。したがって本稿ではそこに深入りすること

は差し控え、ここではTSF導入にかかる政策決定が、

2000年代前半までに行われた議論をもとに新たな段階

に入ったことを確認するにとどめる。

3.3 TSFのメリット（benefits）とデメリッ

ト（drawbacks）（オンタリオ調査から）

「研究と教育の連関」の議論は、TSFや教育専念教

員の増加に伴って、彼ら自身の、教育や学生の学習へ

の影響と効果に議論が及んでくることになる。

Vajoczkiらの報告書によると、現在のところ、TSF

が学生の学習経験の質を高めることに貢献するという

ことを立証もしくは反駁する明確な証拠はない。ただ

し、TSFや教育専念教員に特化したものではないが、

いくつかの論考で学生授業評価など学生の主観的評価

で高い結果を得る教員の授業では、辞退者が少なく、

より成績が高くなり、後年学生が同様の（評価の高い）

授業をとる傾向が見られる。たとえば、Hoffmann

とOreopoulosの調査では、ある大規模なカナダの大

学において1996年から2005年にかけて40,000人もの学

―9―

カナダおよび先進諸国の教育専念教員の実態について



生の成績や主観的評価を分析した結果、７段階評定尺

度で一番下の４分の１にランクされる教員の効果に関

する主観的な評価が4.8に対し、一番上の４分の１に

ランクされる教員は6.3となった。もし下の４分の１

の教員を上の４分の１の教員と入れ替えることができ

るならば、授業の辞退率は２％改善し、成績は８％高

くなり、２年生で同様の授業を受講する率は４％高く

なるという（Hoffmann&Oreopoulos,2009,p.91）。

この研究を拡張すると、教育に焦点を置いている教員

の授業は学生の満足度が高くなる。加えて教育は、研

究に重点を置く教員にとって研究に反対の影響がある

重荷として認識されている。また、教授学習開発

（FD）に関わる教員はより効果的な教員になりそうだ

ということも証拠が示されている。Vajoczkiらはこ

のようにTSFの存在と学生の学習経験の質は肯定的な

関係があると推論しても良いように思われると結論づ

けている（Vajoczkietal.,2011,p.15）。

また、定性的な調査として、Vajoczkiらは先述の

報告書のなかでオンタリオ州の21の大学の教学担当副

総長（provost）に連絡を取り、TSFが在職する11の

機関に対し、TSF導入のメリット（benefits）とデメ

リット（drawbacks）について調査とインタビューを

実施した。以下がその概略である（表３）。
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表３ オンタリオ州におけるTSF導入のメリットとデメリット

（Vajoczkietal.,2011,pp.49-52）

Factor  Benefits  Drawbacks

TSF

TSF

TSF

TSF

TSF

TSF

TSF

3

TSF
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TSF
TSF

TSF

TSF

NPO

TSF

TSF

TSF

TSF

TSF

SoTL

TSF
TSF

TSF

TSF

TSF
Ph.D

40:40:20

TSF
TSF

TSF

TSF

TSF

TSF



4 日本へのサジェスチョン（オンタリオ調査

の提言を踏まえて）
最後にVajoczkiらのまとめた報告書から、TSF制

度導入にかかる８つの提言部分を抜き出す。これらは

オンタリオ州固有の状況を反映したものではあるが、

TSFや類似の制度の導入を計画したり、実質的に導入

を進めたりしている他の国々や日本にとっても貴重な

提言となるであろう。

TSFの利用を拡大する提言（Vajoczkietal.,2011,

pp.52-54）

① 文脈を考える。

文脈が重要である。もしアカデミーの傘の下に個々

の機関に固有の文化と明確な文脈の広がりがあること

を認めるならば、TSFのような新たな教員の役割を導

入する際、個々の文脈を理解し、それを丁寧に扱うこ

との重要性を想像することができよう。この研究は、

オンタリオ州でTSFを雇用するそれぞれの機関が、別々

にその役割を導入し、発展させてきたことを明らかに

した。どのようにその役割が機能しているかはその機

関、そこの教員集団、学科やプログラムの固有のニー

ズや環境に依存しているのである。

② 小さく始め、次第に役割を拡大する。

多くの機関と教員にとって、TSFの導入は学術や大

学、教授（professors）に関する伝統的な考え方にパ

ラダイム・シフトをもたらすことを意味する。パラダ

イム・シフトには時間と教育、そして強いリーダーシッ

プが必要となる。初期における、適切な数のTSFの成

功によって、そのシフトが軌道に乗り、その役割がう

まく行くようになる。

③ 機関の教育についての価値付けを考える。

TSFの導入は、機関にとって教育と、教育と研究の

関係をいかに価値付けするかを再検討する機会になる。

その２つはどのように結びついているか？ 大学の教

育の使命はどのように研究の使命を拡大することと関

連しているのか？ また、大学の研究の使命はどのよ

うに教育の使命を拡大することと関連しているのか？

教育はどのように評価されるのか？ 教育は複数の

次元で（複数の人々によって、適宜、複数の観点から

複数の方法で）評価されるのか？ 教育はBoyer

（1990）の言うように学術活動として見なされるのか？

優れた教育は賞賛され、報償されるのか？ 機関の

教育と研究の使命は同等なのか？

④ TSFの仕事と役割を評価する。

（機関にとって）教育に価値を置くことは、TSFの

仕事と役割の評価に役立つ。多くの外的な方策によっ

てこの価値を広めることができる。一つの戦略は

（TSFとそれ以外の教員の）言葉と利点、そして経験

を同等に扱うこと―つまり、TSFの語る言葉とその利

点、経験を、教育・研究双方を行う同僚や研究専念の

同僚のそれと同等のものとして扱うことである。

一致させるべき分野は、職位（助手、准教授、フル

タイムの教授）、昇進の過程、テニュアを獲得する過

程、サバティカルの機会、俸給、期待される業務負担、

管理運営（例として、人事委員会：テニュアや昇進を

決める委員会や新たな採用の委員会）への参加の機会、

管理職（例として、副学長（chair）、学部長（dean））

になる機会である。

⑤ （TSFの）役割について副学長と学科長を教育する。

学科長はTSFの成功や失敗にきわめて重要な役割を

果たす。オンタリオのすべての大学の学科長は自らの

学科内で高度な自律性を有している。彼らはしばしば

教育やサービスの責任を課したり、優れた研究を督励

したり、毎年、教員を評価したり、「研究と教育の連

関」の全体的な配分を設定したりする責任を担ってい

る。これまでのところ、大学における自らのキャリア

のなかでTSFに出会った学科長はほとんどいない。よっ

て彼らがその職責に就いた際には、この種の職に関す

る限定的な専門経験しかないため、TSFについて十分

な教育を受ける機会を与えられる必要がある。

⑥ 全教員が教育学的な学識に参加することを支援、

奨励する。

教育学的な学識は多くの形態をとる。新しい教育学

的研究を生み、エビデンス・インフォームド・アプロー

チ（例として、優れた実践に関する文献によって教育

を広めること）を通して教育活動を強化し、自らの教

育学的アプローチに関する専門開発（PD）に参加し、

同僚と教授・学習について知的な議論に参加するなど

である。先行研究によると、これらの活動に参加する

ことは良い教育と学生の良い学びに役立つことが示さ

れている。これらの活動を生起せしめるような政策を

立案し、キャンパスのスペースや資源（たとえば、図

書館の文献や教育開発のスタッフ）を提供することに

よって支援や奨励を行うことが重要である。

⑦ 教育を広く、繰り返し評価し、継続的な改善に焦

点を当てる。

教授は、特に基準が確立された研究評価と比較して、

評価するのが極めて困難なものである。教育（評価）

には複数の観点があり、アウトプットの基準にはうま

く適合しない。教育は、学生の学びに貢献する、教員

が参加する活動として広く定義される必要がある。評

価は複数の人（例として、学生や同僚、メンター）に

より、複数回（コースの最中、コースの終わり、テニュ

アや昇進への応募がある際には年度の振り返りなど）、

複数の文脈で行われなければならない。評価は繰り返

し行われ、教員の継続的な改善に焦点を当てるものに
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適したものでなければならない。

⑧ TSFの研究に関する機関の期待を明確にする。

TSFもインタビューに参加した者もともにTSFに対

する研究への期待が不明瞭であると不安を表明してい

る。機関の決定にはこの不明瞭な点をはっきりさせる

ことが必要であり、いくつかの重要な問題に焦点を当

てることが求められる。もし仮に研究が求められるの

であれば、TSFはどの程度それに従事すべきか。もし

研究に関連した業務負担の比率が低すぎる場合には、

実際に研究は意味のある方法で達成され得るのか。も

しTSFが研究に従事するならば、それは教育学的なも

のか、それとも専門性に基づいたものか。もしTSFが

教育学的な研究に従事した場合、それは研究もしくは

教育学的な学識と認められるのかなどである（⑥参照）。

5 終わりに

高等教育を巡る情勢は、多様な入学者の増加と教員

の負担増、公的研究費の相対的減少、研究の重視と教

育効果の説明責任の拡大など、オンタリオ州やカナダ

全土を含め、世界各国で共通である。また、それへの

対応も多くの国で共通であり、オーストラリアをはじ

めとする一部の国々では大学教員への教育資格の導入

を目指し、カナダを筆頭とする一部の国々ではTSFに

優れた教育実践と教育関連研究を重点的に委託する方

向が顕著である。しかし、教育開発（FD）を義務化

したり、伝統的な教員として採用が進められるところ

でも研究と教育のバランスは個人や機関で決めたりす

るなど、ほとんどの国々で双方の指向と傾向が見られ

るのが実態であり、日本もその１つであろう。

TSF制度を導入した国々では、彼らの昇進や雇用の

条件となる優れた教育実践や教育的リーダーシップの

重点的な開発が可能となり、その成果がTSFを通して

全学に広まることを期待している。

一方、制度としてのTSFや実質的な教育専念教員は

ほとんどの国々で新しい仕組みであり、それは教員団

に分断をもたらし、伝統的な教育と研究の両立の理念

を破壊する懸念がある。その導入や運用に際しては、

学長や副学長、学部長や学科長をはじめとする大学・

学部・学科の管理職の理解が最も重要で、特に教授・

学習に関する学識（SoTL）が大学教員の重要な「研

究」に属するものであることを全教員に知らしめる必

要がある。オンタリオ調査の提言には触れられなかっ

たが、大学院の授業では将来、大学の教員を目指す受

講生に対して大学でのSoTLに関わる知識と技能、態

度を涵養する授業を用意することも重要な課題となろ

う。さらにTSF制度を創設する、しないに関わらず、

アメリカや日本に見られるように、実質的にTSFと同

様、教育に専念している専任教員に対してSoTLを研

究業績として認めることを、採用や昇進の際の規約に

明文化することが極めて重要であろう。併せて、教授

職への昇進やサバティカル、管理職への登用等、TSF

や教育専念教員の待遇や地位に関して、他の伝統的な

教員との差別をなくする施策が、一定、教員団の分断

や教員文化の破壊を防ぐ有効な手立てになることが指

摘された。

TSF制度導入の効果に関しては、短期的な学生評価

においては高い効果が見受けられるものの、研究と教

育の連関に関する議論と同様、すべての教員が納得す

る学術的な結論を得るまでには長い期間が必要であろ

う。しかし、各国とも明確な制度化を進めるか否かは

別にして、教員や大学のなかに教育重点や研究重点が

生まれる傾向は防ぎがたく、教員個人や大学ごとに業

務負担の選択や機能別分化が進む傾向は今後もますま

す拡大していくであろう。この動向は、究極のところ、

そのデメリットをできうる限り少なくして、教育、研

究をともに重視する、新たな大学教員像や大学像を模

索することに他ならない。

注

１）カナダの高等教育では、各大学とその大学の教員

団体との労働協約（collectiveagreement）によっ

て、雇用された教員の給与や労働時間のみならず、

大学の権利・義務、教員をはじめとする専門職の

権利・義務が詳細に定められている（羽田・土持、

2009年）。

２）「教育専念」の教員に関する名称については国や

地域においてかなり異なるが、カナダ以外では英

語表記において基本的に"teaching-intensive"や

"teaching-focused"、"teaching-centered"などが

用いられ、"teaching-only"は主に授業のみを担

当する非常勤教員を指すことが多い。

３）オーストラリアについては本文中に詳述。ノルウェ

イには大学教員の教育資格に関する国家的な法律

があり、長年機能している。デンマークでは2007

年以降、すべての助教授が教師教育を受講するこ

とが義務化されているほか、フィンランドではポ

リテクニクスにおいて教育研究に従事することが

義務化されている。InternationalConsortium

forEducationalDevelopment,"ThePreparation

of University Teachers Internationally－

Draftforconsideration,Council2014,2014.

４）国内においては2008年、大学設置基準の改正によっ

て各大学に「授業の内容および方法の改善を図る

ための組織的な研修および研究」が義務化された

ほか、愛媛大学ではテニュアになるための100時

間研修が義務づけられるなど、テニュアになるた
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めの教授資格を模索する大学も現れている（愛媛

大学、2016年）。

５）ただし、2016年５月30日に公表された中教審答申

『個人の能力と可能性を開花させ、全員参加によ

る課題解決社会を実現するための教育の多様化と

質保証の在り方について（答申）』では、教員資

格について若干トーンダウンし、各分野の特性に

も配慮しつつ、専任の実務家教員を一定割合（例

えば、おおむね4割程度）以上配置するよう義務

付けるとなっている（21頁）。

６）2005年の中教審答申「我が国の高等教育の将来像」

で用いられた用語で「①世界的研究・教育拠点」

「②高度専門職業人養成」「③幅広い職業人養成」

「④総合的教養教育」「⑤特定の専門的分野の教育・

研究」「⑥地域の生涯学習機会の拠点」「⑦社会貢

献機能」の各機能を大学ごとに比重の置き方を変

えて選択すべきだというもの。同様の考え方は

1971年のいわゆる四六答申「今後における学校教

育の総合的な拡充整備のための基本的施策につい

て」でも「種別化・類型化」の方向が出されてい

る。

７）学校基本調査によると入学定員を割っている大学

は近年46％（'12）、40％（'13）、46％（'14）、43％

（'15）、45％（'16）と高水準で推移している。また

短大の定員割れは2016年度で66.9％で３校に２校

の割合となっている。

８）「カーネギー大学教授職国際調査」（1992）による

と、フルタイムの大学教員の研究志向の強さは高

い順にオランダ75.2％、日本72.5％、スウェーデ

ン66.9％、ドイツ65.7％、イスラエル61.4％、イ

ギリス55.7％、韓国55.6％、香港54.1％、オース

トラリア51.8％、アメリカ50.8％となっていて

（有本・江原、1996年、153頁；福留、2011年、

255頁）、日本の大学教員の研究志向の高さが際立っ

ている。また、有本らが参加して2007年に行われ

たCAP調査（Changing AcademicProfession

プロジェクト調査）でも日本の研究志向が71.7％

と依然高い状況が続いている（福留、2011年、

255頁）

９）GravestockとGregorGreenleafが2008年の調査

でTSFの導入が確認された大学は、Bishop's

University,Carleton University,Dalhousie

University,LaurentianUniversity,McMaster

University, Simon Fraser University,

Thompson RiversUniversity,University of

British Columbia, University of New

Brunswick,UniversityofRegina,University

ofToronto,UniversityofVictoriaの12大学で

ある。また当調査にはカナダの８大学が調査対象

から外されたが、その主な理由はテニュア資格お

よび承認規定が審議中であったり、当調査に含ま

れている他の機関と（法人が）重複していたりす

ることである

10）教育的リーダーシップとは、教室を超えた影響を

持つ教授・学習の革新を促進する活動のことであ

り、UBC上級任用委員会（SAC）における「再

任用、昇任およびテニュア手続き、2016/17

（Guide to Reappointment,Promotion and

TenureProceduresatUBC2016/17）」に具体

例が詳述されている。たとえば、教育・学習・評

価における革新やカリキュラム開発・改訂におけ

る貢献、SoTLへの関与、教授・学習に関する査

読付きの論考や会議、ワークショップ等における

貢献、教授・学習にかかる各種表彰や同僚への啓

蒙活動などが挙げられている。

11）オンタリオ州では５年制の高等学校を４年制に移

行する過程で2003年度に卒業する高校生の数が二

倍（doublecohort）になるという事態が生じた。

大学側は急遽、入学者の急増への対策を講じたが、

この影響は彼らが卒業する年度まで続くことになっ

た。

12）日本においては顕著に見られる現象ではないが、

たとえば、他のOECD諸国や、特にオーストラリ

アにおいては、18歳から24歳までの大学入学者の

増加を超えて、40歳以上の、より高度な就業機会

を求めて大学に入学する現職の職業人が急増し、

生涯学習機関としての大学の位置づけにむけて再

構築が図られている。Curtisはアメリカのフェニッ

クス大学（TheUniversityofPhoenix）とカペ

ラ大学（CapellaUniversity）の例を挙げて、両

大学が現職の専門職のために教育専念機関

（teachingonlyinstitution）に特化した経営方

針をとって成功していることを紹介している

（Curtis,2000,pp.11-13）。

13）インターネット上の記事として、TSFが自らその

職を選んだ理由を肯定的に述べているものが多数

見られる。例として、"Fiveteaching-stream

professorstelltheirstories",http://www.uni

versityaffairs.ca/features/feature-article/five-

teaching-stream-professors-tell-stories/（2016

/07/09閲覧）や "Foranew kindofprofessor,

teachingcomesfirstAdd to...,",http://ww

w.theglobeandmail.com/news/national/educat

ion/new-breed-of-university-faculty-puts-focu

s-on-teaching-over-research/article14117866/

（2016/07/14閲覧）。
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14）イギリスの高等教育研究情報センター（Centre

for Higher Education Research and

Information:CHERI）が2007年、1992年の大

学教授職国際調査と比較するために、イギリス国

内の1,700名規模の高等教育機関の教員対象に行っ

た全国調査。

15）数値が100％にならないのは「教育でも研究でも

ない」と回答した教員が１％強存在するためであ

る。

16）オーストラリアの政府機関（DEEWR）による調

査で、1996年から2007年3月（調査報告時）にわ

たって非常勤や時間給の教育専念教員の著しい増

加がアメリカやイギリスにおいて観測されている

（Cowley,2010,pp.27-28）。

17）上述のアメリカ教育統計（2011）では、そのまま

カーネギー調査と対比するのは困難だが、2003年

時点で、アメリカのフルタイム教員と教育スタッ

フ（フルタイム相当の教員）は平均58％を教育に

費やし、研究に20％、（管理運営や専門職開発等

の）他の活動に22％を費やしていた（Thomas&

Sally,2012,p.281）。また、江原はカーネギー調

査の再分析で、アメリカの大学教員（非常勤も含

む）の研究志向が、公立研究大学で51.7％、私立

研究大学で55.6％であるのに対し、公立一般大学

では18.3％、私立一般大学では22.7％と大学区分

によって大きく異なることを示している（江原、

2003年、74頁）。

18）国内においても有本らの大学教授職の理念として

の「教育と研究の両立」の主張があり、その後、

さまざまな研究者から異なるアプローチで議論が

続いている。たとえば葛城はボーダーフリー大学

の教員に焦点を当てて「教育と研究の両立」にお

ける実態や課題を分析している（葛城、2016年他）

ほか、羽田は研究と教育を単純な二項対立に置く

ことが問題だと主張している（羽田、2011年）。

また、浦田は国内外の大規模教員調査を精査し、

教育と研究はトレードオフの関係ではなく、そも

そも日本の大学教員の労働時間が上限に達してい

るために、一方を立てれば他方に時間を割けない

状況が生じると指摘している（浦田、2013年）。

さらに最近では大学教育研究センター等の新たな

教員グループにおける職務の位置づけや専門性の

是非を問うものもある（宇田川、2016年）。
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Abstract

Thispaperattemptstodescribetheactualconditionsofinstitutionaland

substantialteaching-stream faculty（teaching-centeredfacultymembers）in

Canada and severaladvanced countries,and considertheirbackgrounds,

characteristicsandissues.NotonlyinCanadabutalsoinsomecountriesthe

systemofteaching-streamfacultyincludingafull-timefacultyappointmentand

opportunitiestopromotetoaprofessorhasalreadybeenestablished,andtheir

contributionshavebeenhighlyevaluatedbytheircolleagueswhiletheyhavebeen

somuchsatisfiedwiththeirpositions.Insomeothercountriesthenationalpolicy

relatingtoteaching-streamfacultyhasnotbeenintroducedyet,butthebalance

ofteachingandresearchisseparatelyadjustedaccordingtoanindividualanda

university.

Inthebackgroundtheyaresimilarlyfacingthedrasticchangesinhigher

educationsuchasanincreaseindiverseenrollmentandteachingburdens,a

relativedecreaseinpublicresearchfunds,moreemphasisofresearchresults,and

gradualexpansionofaccountabilityoftheteachingeffects.Thoughthoseactions

mayraiseaseriousconcernaboutresultinginthedevelopmentofatwo-tiered

facultyenvironmentanddestructionofthetraditionalbalanceofteachingand

research,anewconceptoffacultyanduniversitymustbepursuedtowardsthese

inevitableshifts,andatthesametime,especiallyinJapan,individualfaculty

evaluationshouldberevisedasquicklyaspossiblesothatitmayreflecton

scholarshipofteachingandlearningasacademicwork.

Keywords

teaching-stream, teaching-centered, teaching-focused, teaching-intensive,

teaching-only,research-stream,research-centered,research-focused,research-

only,scholarshipofteachingandlearning（SoTL）
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